
1　事業の概要

①　成果目標（H25)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

要求からの主な変更点 要求どおり

 概算事業費（B（A）+C） 933 1,083 1,053 890

概　算
人件費

0.10 0.10 0.10 0.10

832 826 826

0 0 0 0

101 257 227

826

65

小水力発電
研修会

1回 1回

Aの
財源 102 259 227 65

目標 成果 達成状況

成果目標の達成状況

予
算
額

前年度繰越
項目

当初予算 316 296 397 250

現況
（見込）

Ｈ２５

合計 250 -185 65

事
 

業
 
コ
 

ス
 
ト

区　　分（単位：千円） 22年度 23年度 24年度 25補正後

H26
目標

補正予算 -214 -37 -170 -185

合計（A) 102 259 227

成果目標・
事業内容

○小水力発電研修会の開催　１回

（単位：千円）　

項目 実施方法 H25実施内容
H25

（補正前） （2月補正） （補正後）

１．研修会等の開催 直接 小水力発電研修会の開催　１回 250 -185 65

施策の総合的展開
3-1　低酸素で循環型の地域社会づくり

目指す姿
○農業用水を活用した小水力発電の普及拡大を図ることにより、農村における地域資源の有効活用、土地改良施設の維持管理費の負
担軽減を目指す。

現状
○自然エネルギーへの関心が高まる中、農業用水を活用した小水力発電への期待は大きいが、採算性や維持管理に対する不安、水利
権や技術者の配置など導入に係る諸手続き等が支障となり、具体的な検討に至らない場合が多い。

県が関与
する理由

□法令等義務 □内部管理 □県でなければ実施不可　【左記の説明、根拠法令等】
■民間、市町村でも実施可能だが、県関与の必要性有 先進的な知識や技術の習得を土地改良区が単独で行うには負担が大き

く、県の支援が必要。□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　その他（繰入金）

事業番号 08 05 06 事業改善シート （25年度実施事業分）　　□当初要求　　□当初予算案　　■補正予算案　　　□点検

事　業　名 農業用水活用小水力発電導入促進事業 担
当
課

部局 農政部

◆　地球温暖化対策・環境エネルギー政策の推進 実施期間 H20 ～

課・室 農地整備課

総合５か年
計画
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